（第２号様式）
【研究開発計画の概要等】

１　申込者（主たる研究等実施機関）
	御 社 名
	
	代 表 者
	

	住　　所
	〒
 

	御担当者
	
	所　　属
	

	TEL
	
	E-mail
	


２　研究開発計画名（タイトルは50字以内）
	


３　研究開発の概要及び背景（200字以内）
※　研究開発の背景、当該分野の技術動向、市場要求、これまでの会社の取組等、本開発計画の概要を記載。
	


４　従来(競合)技術との比較（各欄200字以内）
※　国内だけでなく海外も含め比較
	＜従来(競合)技術＞
	＜新技術＞

	 自社、他社も含めた従来技術について記載ください。

	開発する新技術の内容を簡潔に記載ください。


	

	

	＜従来(競合)技術の課題（問題点）＞
	＜新技術の特徴（優位点）＞

	従来技術の課題について箇条書きで記載ください。
・
・

	左の各課題に対応した、新技術の特徴を箇条書きで記載ください。
・
・


５　事業化計画（200字以内）
※　想定する市場、顧客ニーズ、販売促進戦略、事業化への実現可能性などについて、可能な範囲で記載。
	


６　共同体の体制
	総括研究代表者(PL)　　※１
	所属機関名、役職、氏名を記載ください。

	副総括研究代表者(SL)　※１
	所属機関名、役職、氏名を記載ください。

	主たる研究等実施機関　※２
	貴社名を記載ください。
事業統括者：役職、氏名を記載ください
　
副事業統括者：おられれば記載ください。
　
経理担当者：役職、氏名を記載ください。
　

	従たる研究等実施機関　※３
	従たる研究等実施機関の名称を記載ください。
事業統括者：役職、氏名を記載ください。
（役割/担当：研究開発における主な役割/担当を記載）

	従たる研究等実施機関　
	従たる研究等実施機関の名称を記載ください。
事業統括者：役職、氏名を記載ください。
（役割/担当：研究開発における主な役割/担当を記載）

	アドバイザー　※４
	所属機関、役職、氏名を記載ください。
（役割：アドバイザーに期待する役割を記載ください）

	アドバイザー　
	所属機関、役職、氏名を記載ください。

（役割：アドバイザーに期待する役割を記載ください）

	事業管理機関
	公益財団法人 京都高度技術研究所

	（川下企業など、共同体外の協力者）
	共同体外にも協力者がおられる場合、記載ください。

	主たる研究開発拠点
	所在地（市区町村まで）、所属機関・施設名を記載ください。


※１　共同体の構成者に所属する者の中から、総括研究代表者（ＰＬ：Project Leader）・副総括研究代表者（ＳＬ：Sub Leader）を選任することが必要です。いずれか１名は、必ず主たる研究等実施機関（中小企業者等）の研究員である必要があります。また、ＰＬは、研究開発の計画、実施及び成果管理を総括し、ＳＬは、ＰＬを補佐し、必要に応じてその代理を務めます。

　　※２　「主たる研究等実施機関」とは、本事業において中核的に研究開発等を実施する中小企業者等をいいます。
　　※３　「従たる研究等実施機関」とは、本事業において主たる研究等実施機関の取組を補完するための研究開発等を行う研究者が所属する研究等実施機関をいいます。
　　※４　「アドバイザー」とは、研究開発、その成果の事業化及び資金調達に関する助言を行う等、事業実施に当たって補助的な役割を担う、補助金の交付を受けない者をいいます。「マーケットアドバイザー」として川下企業（研究開発の成果を利用することが見込まれる者）の参加が推奨されています。
赤字は記載上の注意です。提出時には本欄共々、消去し黒字としてください。


様式は、適宜枠の幅を広げてご記入ください。





従来技術





新技術





【PL及びSLの要件】


・　研究開発上の高い見識と管理能力を有し、研究開発計画の企画立案並びに実施及び成果管理の全てにおいて総括を行うことができる能力を有していること。


（ＰＬ及びＳＬ）


・　当該研究開発のために必要かつ十分な時間が確保できること。（ＰＬ）


・　研究開発の実用化に高い知見を有すること。（ＰＬ）











